
1

期開発検討区域における地権者の全員同意を得る必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ４年度

活動 第2期開発検討区域の地権者同意率　（％） ― ― 80.0 100.0 ―
指標
活動 第2期開発検討区域の企業用地需要　（㏊） ― ― ― 40.0 40.0
指標

・高浜豊田地区（企業庁施行　高浜市　約6.5㏊）において、工業用地造成工事が完了。
他市との ・安城榎前地区（企業庁施行　安城市　約13.8㏊）において、工業用地造成工事が完了。
比較検証 ・西尾次世代産業地区（企業庁施行　西尾市　約51.5ha）において、工業用地造成工事が進行中。
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単位：千円
２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 元年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 14,574 25,715 81,175 合計 25,715,448 円
委託料 15,098,908 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 負担金、補助及び
交付金 10,616,540 円

一般財源 0 14,574 25,715 81,175

職員人件費　② 0 15,431 15,403 0

総事業費（①＋②） 0 30,005 41,118 81,175

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円）
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